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Ⅰ. 研究の背景と目的
. 研究の背景





らず, 通所, 訪問リハビリテーションでは, 身体機能
に偏ったアプローチが施されることが多く, 世界保
健機関 (WHO：World Health Organization) が示
した国際生活機能分類1) (ICF：International Classi-
fication of Functioning) で示される ｢活動・参加｣
に至らないことが多いと指摘されている.
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論文要旨
本研究は, 高齢者の社会活動に向けた支援を検討する為の一研究とし, 参加パターンと Sense of coherence
(SOC) との関連を明らかにすることを目的とした. 要支援・軽度要介護者 110 名を対象に, SOC スケール
と構造化面接を実施し, 類型化した参加パターンと SOCとの関連を分析した. 結果, 参加パターンは継続群,
再開群, 不参加移行群, 不参加継続群の 4つの基準で分類され, 不参加継続群以外で SOC下位因子間での差
が有意に認められた. また, 処理可能感では, 不参加継続群よりも継続群と再開群が, 有意味感では, 不参加
移行群, 不参加継続群よりも継続群, 再開群が有意に高い結果が得られた. 要支援・軽度要介護者の社会活動
促進に向けて SOCなかでも ｢処理可能感｣ ｢有意味感｣ を高める支援が有効である可能性が示唆された.
キーワード：エスオーシー, 健康生成論, 社会活動, リハビリテーション, 軽度要介護高齢者
Keywords：Sense of coherence, Salutogenesis, Social activities, Rehabilitation,
Elderly people requiring mild care
論 文
要支援・軽度要介護者の社会活動への参加パターンと
Sense of coherence (SOC) の関連
The Relationship Between SOC and Changes
in Social Activities of Mild Care Recipients
山 本 泰 雄
Yasuo YAMAMOTO
なりうる. その為, 参加に向けては, そのストレスを
うまく対処する手立てを身につける必要があり, スト




は, 女性は参加組織数が多いほど SOC が高い傾向が
あること, 畑山ら (2012：34) は, SOC が高得点で
あるほど QOL は高く, 外出頻度の増加に伴い QOL
得点も増加すること, 畑山ら (2008：29-34) は,
SOC の高低が社会参加や QOL の保持に関与する可













ることに焦点をあて, 第一に, 要介護認定前, 認定時,
認定後における社会活動への参加有無から参加パター







視点をもつもの (仲村ら 1992：223, 浜口 1996：290,
白澤1981：4 , 金ら2004：51, 西下1999：1505-1516),
同一の目的を有する人々が自主的に参加し, 集団で行っ
ている活動など限定されたもの (奥山 1986：24, 松
岡 1992：14) など標準的なものは存在しない.
本研究では, 通所リハビリテーションの継続理由と
して, ｢社会的活動をできるようになりたい｣ が 42.3
％と少なくない (厚生労働省 2015：12-25) こと, 利
用目的が社会・対人交流が 50.0％を占めていること
(デイケア協会 2015：64) を鑑み, 奥山 (1986：24)
らが定義している ｢同一の目的を有する人々が自主的













研究対象は, 某県農村部Ａ町 (人口 10,523 人, 高
齢化率 30.5％) にある A事業所と B事業所の通所ま
たは訪問リハビリテーション利用者 (287 名) のうち
認知症の診断のない在宅要支援・軽度要介護高齢者
(要支援 1・2, 要介護 1) に該当するもの (119 名)
で研究協力の同意を得られたもの (110 名) とした.
同意を得られなかった 9 名の理由は, ｢他の活動を優






対象者 110 名に対し, 質問紙調査票を用いて, ①基
本的特性 (性別, 年齢, 要介護度, 世帯構成, 主な移
動手段) と, ②要介護認定を受ける 2～3 年前, 要介
護認定を受けた時点, 調査時現在の 3時点における社
会活動への参加有無を遡及的に聞きとった. 全ての調
査を筆者 1人が担当した. また, 対象者に負担がかか
らないよう配慮し実施した.
2 ) 13 項目版 5件法 SOCスケール
対象者 110 名に対して, 13 項目版 5 件法 SOC ス
ケールを 1回実施した.
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SOC は健康生成論の中核をなす概念であり, アメ
リカの医療社会学者である Aaron Antonovsky (＝
2001：19-29) が提唱した理論である. Antonovsky
は, SOC について, 人々に共通して存在する健康要
因であり, 下位概念として, 把握可能感 (sense of
comprehensibility), 処理可能感 (sense of manage-








ている. Antonovsky (＝2001：19) が提唱した SOC
は, 測定可能とされており, 29 項目版, 13 項目版,
3 項目版の SOCスケールがある. そのうち, 29 項目,
13 項目版の内的一貫性, 信頼性, 妥当性はすでに検
証されている. 本研究では, 通所, 訪問リハビリテー
ションを利用している要支援・要介護高齢者を対象と
しており, 質問への回答に対する負担を軽減できるよ
う 13 項目版 5 件法 (レンジ 13-65) を援用した. 13
項目版 5 件法 SOC スケールは, 13 項目の質問から構
成され, ｢まったくない (1 点)｣ ～ ｢とてもよくある









た要介護認定前, 認定時, 調査時現在の 3時点におけ
る社会活動の参加有無から, 3 時点において参加を継
続している ｢継続群｣, 認定時には不参加になったも



















の平方根で除して算出した. 効果量 r の判定は, 0.1
未満でほとんど効果なし, 0.1－0.3 で小さい, 0.3－
0.5 で中等度, 0.5 以上で大きい効果とされる (水本
2008：31).














均年齢 (SD) は 79.6 (4.9) で, 男性 (25.5％), 女
性 (74.5％) であった. 要介護度は, 要支援 1 (15.5
％), 要支援 2 (44.5％), 要介護 1 (40.0％) であり,
世帯構成は独り暮らし (20.9％), 2 人 (夫婦世帯)
(43.6％), その他世帯 (35.5％) であった. 主な移動
手段は, 独歩 (39.1％), 杖・装具・シルバーカーの
いずれかを使用 (60.9％) であった.
要介護認定前から調査時現在における参加パターン
の特徴を ｢継続群｣ ｢再開群｣ ｢不参加移行群｣ ｢不参
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加継続群｣ の 4 つに分けると, ｢継続群｣ 30 名 (27.3
％), ｢再開群｣ 38 名 (34.5％), ｢不参加移行群｣ 23
名 (20.9％), ｢不参加継続群｣ 19 名 (17.3％) であっ
た. 基本属性において類型化した参加パターン間に差
が認められたものはなかった.
. 参加パターンによる SOC 並びに下位因子スコア
の比較
各参加パターンにおける, 調査時現在の SOC 並び
に下位因子スコアの中央値 (各スコアの総点を 100 点
とした率) と, 参加パターンによる SOC 並びに下位
因子スコアの結果を表 2 に示す. SOC 総スコア及び
把握可能感, 処理可能感, 有意味感の総点はそれぞれ
65 点, 25 点, 20 点, 20 点と同じではないため, ( )
内に各スコアの総点を 100 とした率を表している.
対象者全体では, 総スコアで 45.0 (69.2％), 把握
可能感 15.0 (60.0％), 処理可能感 16.0 (80.0％), 有
意味感 14.0 (70.0％) であった. SOC 並びに下位因
子ごとに, 類型化した社会活動への参加パターンの中
央値と群間で比較した多重比較の結果を以下に示す.
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各人数 (群内有効％), 年齢のみ平均値 (SD), すべての項目において欠損値なし
年齢の比較は, Kruskal-Wallis 検定, その他はχ2 検定を行った
表 調査時の基本的属性と参加パターン間の比較
数値は中央値, で着色した数値は四分位範囲 (各スコアの総点を 100 とした率)
効果量 (r)：0.1 未満ほとんど効果なし, 0.1-0.3 (小さい), 0.3-0.5 (中等度), 0.5 以上 (大きい)
群間比較は, Kruskal-Wallis 検定を行った
多重比較は, Bonferroni の方法を用いた
*** p＜0.001, ** p＜0.01, * p＜0.05
表 参加パターンによる SOC (SOC総スコア, 把握可能感, 処理可能感, 有意味感) スコアの比較
SOC 総スコアでは, ｢継続群｣ 46.5 (71.5％), ｢再
開群｣ 47.0 (72.3％), ｢不参加移行群｣ 45.0 (69.2％),
｢不参加継続群｣ 41.0 (63.1％) であった. 類型化し
た 4つの群間で中央値を比較すると, ｢不参加継続群｣
よりも ｢継続群｣ (p＝0.04, r＝0.25), ｢再開群｣ (p＝
0.02, r＝0.32) において有意に高値を示した.
把握可能感では, ｢継続群｣ 15.0 (60.0％), ｢再開
群｣ 15.0 (60.0％), ｢不参加移行群｣ 13.0 (52.0％),
｢不参加継続群｣ 15.0 (60.0％) であり, ｢不参加移行
群｣ のみ中央値が低値を示す結果となったが, 統計学
的に有意な群間差は認められなかった.
処理可能感では, ｢継続群｣ 16.5 (82.5％), ｢再開
群｣ 17.0 (85.0％), ｢不参加移行群｣ 17.0 (85.0％),
｢不参加継続群｣ 14.0 (70.0％) であった. SOC 総ス
コアと同様, ｢不参加継続群｣ よりも ｢継続群｣ (p＝
0.019, r＝0.27), ｢再開群｣ (p＝0.001, r＝0.35) が
有意に高値を示した.
有意味感では, ｢継続群｣ で 16.0 (80.0％), ｢再開
群｣ で 15.0 (75.0％), ｢不参加移行群｣ で 13.0 (65.0
％), ｢不参加継続群｣ で 13.0 (65.0％) であった.
SOC 総スコア, 処理可能感と同様, ｢不参加継続群｣
よりも ｢継続群｣ (p＝0.00, r＝0.40), ｢再開群｣ (p＝
0.00, r＝0.35) が有意に高値を示した. また, 加え
て有意味感では, ｢不参加移行群｣ よりも ｢継続群｣
(p＝0.002, r＝0.32), ｢再開群｣ (p＝0.023, r＝0.27)
が有意に高値を示した.
また, 全体の SOC 下位因子スコアは, 把握可能感
が 15.0 (60.0％), 処理可能感が 16.0 (80.0％), 有意
味感が 14.0 (70.0％) であり他の因子に比べ処理可能
感で高値を示した.
Ⅵ. 考察
本研究は, 宅要支援・軽度要介護高齢者 110 名を対









｢不参加移行群｣ ｢不参加継続群｣ の 4つに分けられ,
｢継続群｣ 27.3％, ｢再開群｣ 34.5％, ｢不参加移行群｣
20.9％ ｢不参加継続群｣ 17.3％であった.
｢不参加移行群｣, ｢不参加継続群｣ に比べ, ｢継続群｣,
｢再開群｣ の対象者の割合が高い結果となったことに
ついて, 李ら (2013：1-8) は, 社会活動への参加に















城 (2015：26) は, 要介護 3以上は歩行などに制約が
あるとしており, 本研究の対象である要支援, 軽度要




対象者の平均年齢は 79.1±4.9 歳, 全体 (n＝110)
における SOC 総スコアの中央値は 45.0 であり, 100
に対する率で表すと 69.2％であった. 本江ら (2003：
26) は, 通常の社会活動を営んでいる日本人高齢者の
率は 71.7％, 年代別にみると 65～69 歳では 72.8％,
70～74 歳では 75.5％, 75～79 歳では 72.0％, 80 歳以
上では 70.3％であると報告している. これは, 本研
究のSOC総スコアの結果と大きな差はなく, 要支援・
軽度要介護状態に至っても著しく SOC が衰える, も
しくは高まるという様相は認められないと解釈できる.
















1 ) SOC 総スコア, 処理可能感における参加パター
ンの群間比較
SOC 総スコア, 処理可能感, 有意味感において,






る. しかし, ｢不参加継続群｣ では, 参加の場や機会
がないことや, 参加することの意味が得られず, 参加
に至らないことが予測できる. 処理可能感について

















また, 健康生成モデルで取り扱う ｢資源｣ には, ユー
モア感覚, 楽観的感覚などその人の内面にある特性も








られる人間作業モデル4) (Model of Human Occupa-
tion：MOHO) の概念の一つに ｢遂行｣ がある (山
田 2015：28). 参加制約を対処できる感覚である処理





続群｣ よりも ｢継続群｣, ｢再開群｣ が高く, 加えて
｢不参加移行群｣ よりも ｢継続群｣ ｢再開群｣ が有意に
高い値を示した.





















































































行った. しかしながら, SOC 並びに下位因子スコア
をそれぞれ単独で解析しており, 下位因子間の影響の
程度については十分な分析を行ったとはいえない.














専攻博士課程 2018 年入学, 鈴鹿医療科学大学保健
衛生学部助教)
注
1 ) 障害に関する国際的な分類としては, 世界保健機関
(WHO) が 1980 年に ｢国際疾病分類 (ICD)｣ の補助と
して発表した ｢WHO国際障害分類 (ICIDH) が用いら
れてきたが, WHOでは, 2001 年 5 月の第 54 回総会に
おいて, その改訂版として ｢ICF (International Classi-
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fication of Functioning, Disability and Health)｣ を
採択した. ICF は, 人間の生活機能と障害について ｢心





















4 ) 人間作業モデル (MOHO) は, 作業療法の実践モデ
ルで, 人の文化的で個人的に適切な作業への参加に関心





5 ) 意味のある作業は, ｢意味のある作業｣ の定義につい
て, カナダ作業療法士協会は ｢個人や集団や地域にとっ
て個別的意 味があり納得のいく経験を促すために, 選
択され, 遂行される作業｣ としている (Townsend E
A, Polatajko：2011). 日本においても, 大松ら (2015：
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